
　令和７年７月１日から令和７年７月31日までに融資のお申込みをされた方

　令和７年８月１日 （発表:令和７年７月30日14時）

　
○　次表の融資金利は、東日本大震災により被災された方に限り適用されます。

事業者（賃貸）向け

年 〔年 〕

・建設

・購入

年 〔年 〕

年 〔年 〕

年 〔年 〕

・補修 年 〔年 〕

年 〔年 〕

年 〔年 〕

※　据置期間を設定する場合も上記の表の融資金利が適用されます。

※　中間資金については通常金利が適用されます（金利の引下げはありません。）。

全期間
（通常金利）

1.70% 1.51%

〔　　〕内の金利は、改定前の金利です。

東日本大震災
適用

当初５年間 1.00% 1.00%

６年目以降 1.70% 1.51%

全期間
（通常金利）

1.70% 1.51%

東日本大震災
適用

当初５年間 0.00% 0.00%

６年目から
の５年間

1.17% 0.98%

11年目以降 1.70% 1.51%

（賃貸）

　適用期間

　次回の融資金利改定スケジュール（予定）

○　融資の条件や手続については、災害復興住宅融資（賃貸住宅融資）のご案内【東日本大震災用】または
　当機構ホームページ（www.jhf.go.jp）により、ご確認ください。

融資種別 融資金利（全期間固定）

令和７年７月

災害復興住宅融資金利（賃貸住宅）のお知らせ＜東日本大震災＞
東日本大震災

災害融資



＜事業者（賃貸）向け＞
【災害復興住宅融資】１００万円あたりの返済額（めやす）

融資金利 年

返済方法

1 年 毎月払い

2 年 毎月払い

3 年 毎月払い

4 年 毎月払い

5 年 毎月払い

6 年 毎月払い

7 年 毎月払い

8 年 毎月払い

9 年 毎月払い

10 年 毎月払い

11 年 毎月払い

12 年 毎月払い

13 年 毎月払い

14 年 毎月払い

15 年 毎月払い

16 年 毎月払い

17 年 毎月払い

18 年 毎月払い

19 年 毎月払い

20 年 毎月払い

21 年 毎月払い

22 年 毎月払い

23 年 毎月払い

24 年 毎月払い

25 年 毎月払い

26 年 毎月払い

27 年 毎月払い

28 年 毎月払い

29 年 毎月払い

30 年 毎月払い

31 年 毎月払い

32 年 毎月払い

33 年 毎月払い

34 年 毎月払い

35 年 毎月払い

毎月の利息

3,866 3,228

4,020 3,378

据置期間 1,416 1,416

3,796 3,160

4,392 3,742

4,289 3,641

3,941 3,301

4,193 3,547

4,104 3,460

4,502 3,850

4,621 3,967

4,888 4,231

4,749 4,094

5,384 4,721

5,039 4,380

5,203 4,542

5,582 4,917

5,801 5,135

6,045 5,377

6,317 5,647

6,624 5,952

6,971 6,297

7,368 6,692

7,826 7,149

8,360 7,681

8,991 8,311

9,749 9,067

10,675 9,992

11,832 11,148

13,320 12,635

15,304 14,619

18,082 17,396

22,249 21,564

29,193 28,511

43,082 42,408

84,749 84,102

■借入申込書記入用

借入申込書に記入する返済額を算出するときは、こちらの表を使用します。

期間 元金均等 元利均等

据置期間を設定しない場合は、返済期間に応じた返済額をご覧ください。
据置期間を設定する場合は、据置期間の毎月の利息をご覧ください。

返済 1.70%



資 金 使 途
賃貸住宅が被災した場合に、主としてり災者である他人に貸すために賃貸住宅を建設、購入又は補修するための資金
　※ローンの借換えにはご利用いただけません。
　※り災した賃貸住宅を取得した場合はお申込みいただけません。

融資額は、所要額（賃貸住宅の建設、購入又は補修に要する費用）の合計額又は融資限度額（※１）のいずれか低い額となります
 （10万円以上、１万円単位）。
　※１　融資限度額は、１戸当たりの融資限度額×融資対象戸数（※２）となります。
　※２　融資対象戸数は、被災した住宅の戸数が限度となります。
　　　　なお、１戸当たりの融資限度額は、次のとおりとなります。
　※返済に懸念がある等、返済計画や担保の状況によっては、融資をお断りしたり融資額を減額したりする場合がありますので、
　　あらかじめご了承ください。

◆建設の場合（１戸当たりの融資限度額）
土地を取得する場合＊　：5,500万円
土地を取得しない場合　：4,500万円
　＊土地を取得する場合とは、り災日後に申込人本人が有償で土地の所有権又は借地権を取得する場合をいいます。
　※土地を取得する場合、建設費及び土地取得費の合計額が所要額となります。
　※土地を取得しない場合、建設費が所要額となります。
　※土地取得のみを目的としたご利用はできません。
　※敷地の整地工事のみを目的としたご利用はできません。
　※住宅の建設と併せて行う、敷地の整地工事（堆積土砂の排除、切土、盛土、擁壁の築造、地盤改良等による土地整備に係る工事）
    のための費用、損壊家屋の除去費用、住宅に係る消毒等のための費用（浸水被害時等における消毒等の費用）も融資対象として
    建設費に含めることができます。
  ※国、地方公共団体等から住宅の建設に対する補助金を受けられる方は、融資額が減額になる場合があります。

◆購入の場合（１戸当たりの融資限度額）
5,500万円
　※住宅及び土地の購入価額が所要額となります。
　※土地取得のみを目的としたご利用はできません。
　※国、地方公共団体等から住宅の購入に対する補助金を受けられる方は、融資額が減額になる場合があります。

◆補修の場合（１戸当たりの融資限度額）
2,500万円
　※補修に係る費用が所要額となります。
　※補修に係る費用には、被災住宅部分の補修と併せて行う増築工事や門塀の補修の費用、敷地の整地工事（堆積土砂の排除、切土、
　　盛土、擁壁の築造、地盤改良等による土地整備に係る工事）のための費用、被災住宅の引方移転のための費用、住宅に係る消毒等
　　のための費用（浸水被害時等における消毒等の費用）も含めることができます。
　※敷地の整地工事のみを目的としたご利用はできません。
　※被災住宅の引方移転のみを目的としたご利用はできません。
　※国、地方公共団体等から住宅の補修に対する補助金を受けられる方は、融資額が減額になる場合があります。

返 済 期 間

返済期間は、次のとおりです（１年単位）。
  ◆建設・購入の場合
　　  35年以内（左記の返済期間の前に３年以内（東日本大震災の場合は、５年以内）（１年単位）の元金据置期間（利息のみの
　　　支払期間）を設定できます。この場合、据置期間分返済期間が延長されます。）
  ◆補修の場合
　　　35年以内（左記の返済期間の前に１年間（年単位）の元金据置期間（利息のみの支払期間）を設定できます。この場合、
　　　据置期間分返済期間が延長されます。）

融 資 金 利

固定金利（全期間固定金利型）
  ※借入申込日現在の融資金利が適用されます。
  ※東日本大震災に係る融資の場合、融資金利は、段階的に高くなるため、毎月の返済額が、当初５年間と比
　　較して「６年目から10年目」及び「11年目以後」（補修の場合は６年目以後）に増加します。
  ※融資金利は、機構のホームページなどでご確認いただくか、機構窓口でご確認ください。

担 保

融資の対象となる建物及び敷地に、機構のための第１順位の抵当権を設定していただきます。
　※補修の場合は、建物に機構のための抵当権を設定させていただきますが、審査の結果、土地にも抵当権を設定させていただく
　　場合があります。
　※建物及び土地の評価、収支計画などを審査した結果、融資の対象となる建物及び土地以外に担保を提供していただく場合が
　　あります。
　※抵当権の設定費用（司法書士報酬等）は、お客さまの負担となります。
　※融資額が300万円以下の場合は、抵当権の設定は不要です。ただし、既融資（機構（旧住宅金融公庫を含みます。）からの
　　無担保の融資をいいます。以下同じです。）がある場合で、今回の融資額の合計に既融資の残高を加えた額が300万円を超
　　えるときは、既融資のための抵当権と今回の融資のための抵当権の設定がそれぞれ必要になります。

保 証 人

融資の返済に関し十分な保証能力のある法人又は個人(申込人が法人の場合における当該法人の経営者に限ります。)の連帯
保証人をつけていただきます。
　※機構による審査の結果、申込みいただいた連帯保証人をお認めできない場合があります。
　※機構の融資の対象となる物件以外に担保価値が十分な物件を追加担保に提供いただける場合、連帯保証人を不要とできる
　　ことがあります。
　※法人を連帯保証人とされる場合、保証能力のある法人のほか、申込みの時点で機構が承認している保証機関の保証をご利用
　　いただけます（保証機関の保証をご利用の場合、別途保証料が必要となります。また、保証機関による審査の結果、ご利用
　　できない場合があります。）。
なお、機構が承認している保証機関については、「災害復興住宅融資（賃貸住宅融資）のご案内」をご覧ください。

火 災 保 険

返済終了までの間、融資の対象となる建物に、損害保険会社等の火災保険又は法律の規定による火災共済を付けていただきます。
建物の火災による損害を補償対象としていただきます。
保険金額は、融資額以上＊とします。
　＊融資額が損害保険会社等の定める評価基準により算出した金額（評価額）を超える場合は、評価額とします。
　※火災保険料は、お客さまの負担となります。

資 金 の
受 取

建設の場合は、次のいずれかの方法からお選びいただけます。
　①一括受取：住宅が完成し、所定の手続が終わってから一度に受け取る方法
　②分割受取：住宅の屋根工事の完了後に所定の手続が終わってから中間資金を受け取り、残りを住宅完成後に所定の手続が
　　　　　　　終わってから受け取る方法
　　※中間資金は、お客さまのご希望に応じて、融資予約額の60％又は80％の額を受取いただけます。
建設以外の場合は、一括受取のみです。

融 資 手 数 料 融資手数料、返済方法変更手数料及び繰上返済手数料は必要ありません。

（令和６年４月）

住宅金融支援機構　災害復興住宅融資（賃貸住宅融資）　商品概要

融 資 額


